
資料８９－５

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の基礎
的電気通信役務に係る効率化のための具体的方策並びに基礎的
電気通信役務支援機関の平成２０年度事業計画について

○報告の概要等

（別添資料）

・平成20年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について（写）
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）

・平成20年度事業計画等認可申請書（写）
（基礎的電気通信役務支援機関）
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経営効率化の推進 （審議会 ☞ ＮＴＴ東西、行政）

○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小に

努めるため、以下を要望。

交付金の交付に当たり、設備利用部門の費用について７％の経営

効率化を前提としているため、毎年、ユニバーサルサービス収支表の

提出に併せて、その実績を総務省に報告すること。

総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行

うことが必要であり、そのための方策を講ずるとともに、

当該検証結果については、審議会に対し報告等を行うこと。

◆ H18.11.21 情報通信審議会においてユニバーサルサービス制度に係る交付金の交付等の認可の際、NTT東西に

対する経営効率化について要望。

これを受け、総務省は、NTT東西等に対し行政指導を実施。

審議会からの要望（Ｈ１８.１１.２１）

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進

（総務省☞ ＮＴＴ東西）

今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用に

ついて約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、

貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達成する

ことが重要。

NTT東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の達成

度合い（実績）を総務省に報告すること。

毎年度の事業計画の認可申請の際に、基礎的電気通信

役務に係る効率化のための具体的方策について報告する

こと。

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について
（Ｈ１８.１１.２２）

情報通信審議会答申（H18.11.21）における要望事項等 １



ＮＴＴ東西の主な効率化計画

人員数の削減

業務拠点集約・アウト
ソーシングの効率化

その他

○ １１６業務の拠点集約、アウトソーシングの効率化

○ 加入権取扱い業務の拠点集約、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの効率化

① H20年度もＮＴＴ東西ともに、設備利用部門の費用について、７％の効率化を継続 （東：▲１29億円、西：▲１01億円）

② 人員のスリム化（東：4.3万人(H19年度)→3.8万人(H20年度) 西： 5.4万人(H19年度)→4.9万人(H20年度)）

③ 料金業務等の拠点の集約・アウトソーシングの効率化の実施

■ＮＴＴ 西日本

【Ｈ18実績】 【H19推計】 【H20計画】

5.8万人 5.4万人 4.9万人

対前年 （▲ 0.4万人） （▲ 0.5万人）

○ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ ＠ビリング利用増による料金請求費用の抑制 等

○ 夜間１１６受付業務の拠点集約

○ 加入権取扱い業務の拠点集約

報告のポイント

※上記の人員数には、アウトソーシング会社の人員を含む。

■ ＮＴＴ東日本

【Ｈ18実績】 【H19推計】 【H20計画】

4.8万人 4.3万人 3.8万人

対前年 （▲ 0.5万人） （▲ 0.5万人）

※上記の人員数には、アウトソーシング会社の人員を含む。

ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進① ２

○ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ Myビリング利用増による料金請求費用の抑制 等



ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

H17末 H18末

5.3万人

（▲0.2万人）
4.8万人

（▲0.5万人）
4.3万人

（▲0.5万人）

NTT東日本
本体

0.8万人

H19末

0.7万人 0.6万人

ＯＳ会社 4.5万人 4.2万人 3.7万人

0.6万人

3.2万人

H20末

3.8万人

（▲0.5万人）

6.1万人

（▲0.3万人）

5.8万人

（▲0.3万人）
5.4万人

（▲0.4万人）

NTT西日本
本体

1.2万人 0.6万人 0.6万人

ＯＳ会社

4.9万人 5.2万人 4.8万人

H17末 H18末 H19末 H20末

4.9万人

（▲0.5万人）

0.6万人

4.3万人

人員のスリム化

業務の集約

※1 年度末に退職・再雇用する人員を含む。
※2 H19末及びH20末については推計値である。

施策の内容

１１６業務
・43拠点を半数程度に集約するとともにアウトソーシング
による効率化を実施。
・平成19年10月より順次実施。

加入権取
扱い業務

・18拠点を1拠点に集約するとともにアウトソーシングに
よる効率化を実施。
・平成20年7月より順次実施。

料金業務

・審査業務、回収業務、料金問い合わせ業務等を対象
に拠点を集約（71拠点を9拠点に見直し）するとともにア
ウトソーシングによる効率化を実施。
・平成19年3月より順次実施

施策の内容

１１６業務
・夜間受付業務を対象に拠点を集約（28拠点を20拠点に
見直し）。

・平成20年6月より順次実施。

加入権取
扱い業務

・15拠点を2拠点に集約。
・平成20年7月実施。

料金業務

・審査業務、回収業務、料金問い合わせ業務等を対象
に拠点を集約（70拠点を54拠点に見直し）。
・平成20年4月より順次実施

【参考】 効率化のための具体策 ３



ＮＴＴ東日本

効率化額
▲１２９億円

ＮＴＴ西日本

Ｈ１８実績 Ｈ１９見込 Ｈ２０計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，９８４億円 １，８４５億円 １，７１６億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

効率化額
▲１０１億円

Ｈ１８実績 Ｈ１９見込 Ｈ２０計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，５４６億円 １，４３８億円 １，３３７億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進② ４



① 支援業務費は約０．８０億円 （約０．７５億円（H19年度） ）
・前年度予算に比べ、周知広報費を充実（約０．３７億円（H19年度） → 約 ０．４１億円（H20年度））。
・なお、交付金交付・負担金徴収業務を行うことから、全体の収支予算は約１１５億円程度となっている。

② 効率的かつ多面的な周知広報の実施
・前年度までの実施結果を踏まえ、新聞広告やコールセンターを効率的に活用。
・さらに、ユニバーサルサービス制度のより一層の周知を図るため、インターネットの活用や地方説明会等を実施。

③ 予備費の計上
・これまでの予算作成過程を踏まえ、費目ごとのスリム化を図るとともに、予備費３００万円を不測の事態に備え新規に計上。

事業計画・収支予算のポイント

基礎的電気通信役務支援機関の平成２０年度事業計画・収支予算の認可

平成２０年度予算額 平成１９年度予算額

収入 １１，５３０，１０２ １２，７４８，２７８

負担金収入 １１，４４８，２２８ １２，６７３，７７７

借入金返済引当資産取崩収入 １，５６３ －

借入金収入 ６５，３１１ ６８，５０１

前期繰越収支差額 １５，０００ ６，０００

支出 １１，５３０，１０２ １２，７４８，２７８

交付金支出 １１，３８１，２９０ １２，５５０，２４１

支援業務費 ８０，３１１ ７４，５０１

（再掲） 周知広報費支出 ４１，４２４ ３６，７１０

（再掲） 予備費支出 ３，０００ －

借入金返済支出 ６８，５０１ １２３，５３６

【平成２０年度収支予算】 （単位：千円）

５



【参考】 平成２０年度支援業務費の詳細（主な費用の昨年度決算額（概算）との比較）

区分 平成２０年度予算額
平成１９年度決算額

（概算）
増減等の説明

人件費 ２３,７６３千円 ２２,３７８千円
前年度決算比 ＋１,３８５千円
（派遣社員１名を契約社員に変更したことに伴う福利厚生費等＋426千円 他）

物件費等 １２,１２４千円 １３,１６０千円
前年度決算比 ▲１,０３６千円

（賃借公益費＋952千円、音声等自動応答ｼｽﾃﾑ整備費▲2,968千円 他）

（再掲）

諸謝金

３,１８５千円 ３,２７７千円 前年度決算比 ▲９２千円

○平成２０年度予算額の内訳

・企業倒産、未納対策顧問弁護士 年額960千円 （▲240千円）

・監査関係費用等 2,008千円 （＋131千円）

・支援業務諮問委員会委員謝金 217千円 （＋17千円）

周知費用 ４１,４２４千円 ２３,７６３千円 前年度決算比 ＋１７,６６１千円

○平成２０年度予算額の内訳

・新聞広告 15,000千円 (＋1,998千円）
- 平成19年度と同様、11月下旬を目途に「半２」サイズにて１回実施。

・パンフレット作成費 1,000千円 (＋609千円）
- 平成19年度と同様、２万部作成し、各種団体・電気通信事業者等に配布。

・ホームページ更改、更新、保守管理 1,350千円 (＋974千円）

・コールセンター 20,424千円 (＋10,430千円) 
- 番号単価改定後の問い合わせの増加が予測されることから、受付体制を拡大。

・インターネット広告 2,000千円 (＋2,000千円）
- より一層の周知を図るため、新規に計上。

・地方説明会等 1,650千円 (＋1,650千円）
- より一層の周知を図るため、新規に計上。

予備費 ３,０００千円 － 前年度決算比 ＋３,０００千円

※不測の事態に備えるため、新規に計上

支援業務費総額 ８０,３１１千円 ５９,３０１千円

６



１ ユーザからの問い合わせ状況等

平成19年 平成20年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

総務省等 675 539 305 151 82 93 73 60 56 55 39 49 35 51

支援機関※１ 604 486 274 138 67 80 67 50 51 47 35 43 30 40

総務省※２ 71 53 31 13 15 13 6 10 5 8 4 6 5 11

民間事業者※３ 6,729 27,487 33,439 15,797 10,284 5,502 5,008 4,187 4,485 3,873 2,647 3,461 3,286 2,842

合 計 7,404 28,026 33,744 15,948 10,366 5,595 5,081 4,247 4,541 3,928 2,686 3,510 3,321 2,893

２ ユーザからの主な問い合わせ内容

○ ユニバーサルサービス制度の概要について（ユニバーサルサービスの内容、制度の仕組み・制度の必要性 等）

○ ユニバーサルサービス料について（負担金を利用者に転嫁する事業者の説明が不十分 等）

○ ＮＴＴ東西の経営状況について（黒字なのになぜ補てんが必要か 等） など

（参考） ユニバーサルサービス制度に関するポータルサイトのアクセス数

平成19年 平成20年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

支援機関 75,143 22,880 38,719 19,647 15,164 15,270 13,393 11,406 10,855 14,602 9,408 20,234 11,561 9,603

総務省 21,270 16,974 13,394 12,733 7,915 5,953 6,008 5,667 5,208 5,834 5,572 5,574 5,873 5,516

（※1：平成18年9月16日設置 ※2：地方支分部局分を含む ※3：ＮＴＴ東西、ドコモグループ（９社）、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイルの主要１４社の合計値）

【参考】 「ユニバーサルサービス」に関する問い合わせについて 平成２０年３月現在 ７

（単位：件）

（単位：回）



東経企営第 07-186号

平 成 20年 2月 29日
総務省総合通信基盤局長

寺 崎 明 殿
東 日本電信電話株式会
代 表 取 締 役 社
高 部 豊

平成 20年度における基礎的電気通信役務に係る

設備利用部門の費用の効率化の計画について

弊社は､従来から経営効率化に取 り組み､業務の抜本的アウ トソーシングと退職再雇

用の仕組みによる人件費の削減､人員のス リム化､物件費の効率化､資産のスリム化等､

あらゆる費用を対象に効率化に努めてきているところであります｡

平成 20年度においても､引き続き､人員のス リム化､業務の集約 ･アウトソーシン

グによる効率化の実施､資産のス リム化等に取 り組むことにより､一層の効率化に努め

ていく所存であります｡

これ らの施策を着実に実施することにより､ユニバーサルサービスに係る設備利用部

門の費用については､昨年度 と同様､対前年度比 ▲7%の効率化を計画いたします｡

なお､具体的な施策については別紙のとお りです｡



(別紙)
具体的な施策 につ いて

項 目 内 容

人員のス リム化 
※1,※2

<H18実績 > <H19>'箕3 <H20>g'3 

年度末人員数 4.8万人 4.3万人 3.8万人 

(対前年度増減) (▲0.5万人) (▲0.5万人)

<内訳> N TT東 日本本体 0.7万人 0.6万人 0.6万人 
※ l 人員数は NTT東 日本及びアウトソーシング会社の合計o 
※2 年度末に退職 ,再雇用する人員を含む○ 
※3 日 19末及びH 20末については推計値である○

業務の集約 .アウト ○ 116業務

ソーシングによる効率化の実施 ･43拠点を半数程度に集約するとともに､アウトソーシング
による効率化を実施 し､費用の削減を図る o

･実施時期 :平成 19年 10月より順次実施 o

○加入権取扱い業務

･ 1 8拠点を 1拠点に集約するとともに､アウトソーシングに

よる効率化を実施 し､費用の削減を図る o

･実施時期 :平成 20年 7月より順次実施予定 o

○料金業務

･審査業務､回収業務､料金問い合わせ業務等を対象に拠点

を集約 (71拠点を 9拠点に見直 し )するとともに､アウト

ソーシングによる効率化を実施 し､費用の削減を図る ○

･実施時期 :平成 19年 3月より順次実施 ○

資産のスリム化 ○空スペースの有効活用
･集約に伴い廃止 した拠点の建物スペースの有効活用のため､
空スペースの貸付を推進○

○遊休不動産の売去吊こよる保有コス トの削減

･社宅等の集約､廃止及び売却により､保有コス トの削減を

推進○

その他 ○@ビリングの利用増による料金請求コス トの抑制 
○w eb受付の推進 による効率化

○公衆電話利用減に連動 したテレホンカー ド販売委託費の抑制

○その他物件費全般にわたる抑制

･ⅠSO14001取得による紙 .事務用品経費及び電気使



(参考)

基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化について



総務省総合通信基盤局長
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平成 20年度における基礎的電気通信役務に係る

設備利用部 門の費用の 効率化 の計画について

弊社は､従来から経営効率化に取 り組み､業務の抜本的アウ トソーシングと退職再雇

用の仕組みによる人件費の削減､人員のスリム化､物件費の効率化､資産のス リム化等､

あらゆる費用を対象に効率化に努めてきてい るところであ ります｡

平成 20年度においても､引き続き､人員のスリム化､業務の集約､資産のス リム化

等に取 り組むことにより､一層の効率化に努 めていく所存であります｡

これ らの施策を着実に実施することにより､ユニバーサルサービスに係 る設備利用部

門の費用については､昨年度 と同様､対前年度比▲7%の効率化を計画いた します｡

なお､具体的な施策については別紙のとお りですo



(別紙)

具体的な施策について

項 自 内容

人員のスリム化
;,_1,ワ

年度末人員数 

<肌8実績 > 

5.8万人 

< H19> 

5.4万人 

<H2()> 

4.9万人 

(対前年度増減) (▲().4万人) (▲0.5万人)

<内訳 > NTT西 日本本体 ().6万人 0.6万人 ()..6万人 

※ L 人員数は､NTT西 日本及びアウ トソー ンン //会社の合計,, 

※2 年度未に退職 .再屈用した人員を含むつ 
※:i Hl9末及びLl20末については推計値である(I

業務の集約について ○ 116業務

･夜間受付業務を対象に拠点を集約 し､費用のFl減を図る○iJ

(28拠点を 20拠点に見直し)

･実施時期 :平成 20年 6月より順次実施o

○加入権取扱い業務

･15拠点を 2拠点に集約 し､費用の削減を図る○

･実施時期 :平成 20年 7月実施○

○料金業務

･料金問い合わせ､審査業務､回収業務を対象に拠点を集約
し､費用の削減を図る○ 
(70拠点を 54拠点に見直 し)

･実施時期 :平成 20年 4月より順次実施○

資産のスリム化 ○空スペースの有効活用

･集約に伴い廃止 した拠点の建物スペースの有効活用のため､

空スペースの貸付を推進o

○遊休不動産の売却による保有コス トの削減

･社宅等の集約､廃止及び売却により､俸有コス トの削減を
推進o

その他 ○M yビリングの利用増による料金請求コス トの抑制 

○w eb受付の推進による効率化

○公衆電話利用減に連動 したテレホンカー ド販売委託費の抑制

○その他物件費全般にわたる抑制

･TSO14001取得による紙 .事務用品経費及び電気使用料の

削減等

･メール傍の活用による配送費の削減



(参考)

基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化について
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事 業 計 画 等 認 可 申 請 書

TCA支-032

平成 20年 3月 17日

総務大臣 増E B 寛也 殿 

社団美人 愚

会 長 t 1 5

平成 20年度事業計画及び収支予算の認可を受けたいので､電気通信事業法

第 116条第 1項において準用する同法第 80莱第 1項の規定に基づき､下記

資料を添えて申請します｡

記 

1 平成 20年度事業計画書 

2 平成 20年度収支予算書



平成 20年度 事業計画

自 平成 20年4月 1日

至 平成 21年3月31日

総務大臣指定 基礎的電気通信役務支援機関

社団法人 電気通信事業者協会



平成 20年度事業計画

ユニバーサルサービス制度が施行されてから､本年度で 3年目を迎えること

となり､交付金の交付及び負担金の徴収に係る業務についても､実施後 1年を

経過し順調に推移してきており､平成 20年度は制度の一層の定着化を図るた

以下の事業を推進することとする｡ 

1 交付金の交付及び負担金の徴収に係る関係業務の的確な実施 

(1)交付金の交付､負担金の徴収に係る業務の的確な実施

交付金の交付及び負担金の徴収の業務については､実施後 2年日に入る

こととなる｡前年度の実施結果を踏まえ交付金の交付及び負担金の徴収業

務をより効率的かつ的確に実施のこととする｡ 

(2)交付金の額及び負担金の額等についての認可申請の円滑な実施

関係法令に基づき､以下の事務を適切かつ円滑に実施することとする｡

①法第 109条第 1項の規定に基づき､交付金の額を算定し当該交付金

の額及び交付方法について総務大臣の認可を受けること

②法第 110条第 2項の規定に基づき､負担金の額を算定し当該負担金

の額及び徴収方法について総務大臣の認可を受けること

③総務省告示第 429号 (平成 18年7月31日)に基づき番号単価を

算定すること 

(3)外部監査体制の確立とチェック機能の強化

交付金の交付及び負担金の徴収事務を適正かつ公正 ･確実に実施するた

め公認会計士による外部監査体制を確立し､チェック機能の強化を図る｡ 

2 周知 ･広報活動及び問い合わせ対応の実施 

(1)多面的な周知 ･広報活動の実施

ユニバーサルサービス制度をより一層の周知を図るため､これまでの実

施結果を踏まえ､インターネットの多面的な活用や周知資料の充実､新た



な行事の実施などを行う｡ 

(2)問い合わせ対応の実施

関係電気通信事業者及び一般利月 ∃者からの問い合わせ等が年間を通じて

相当数あり､特に番号単価の算定や料金請求書が送付された直後などは問

い合わせが増加する｡

これら問い合わせに迅速､的確に対応するため支援業務室及びコールセ

ンターによる対応を継続実施する｡ 

3 支援業務諮問委員会の運営

法第 113条第 2項の規定に基づき､交付金の額及び交付方法並びに負担

金の額及び徴収方法､番号単価の算定､その他､支援業務の実施に関する重

要事項を調査審議するため開催される諮問委員会の運営に資することとする｡

同委員会の開催の時期は､交付金及び負担金の額等の認可申請案等作成時､

予算作成時及び修正番号単価算定時の 3回を定例開催とする｡ 

4 業務執行体制の整備と関係事務の円滑な推進

支援業務を円滑に実施するため業務執行体制の強化､関係規定の見直し､

関係機関との連携強化など引き続き体制の整備に努める｡ 

5 情報公開の実施

支援機関の財務状況､番号単価､交付金及び負担金に係る情幸臥 電気通信

事業者のユニバーサルサービス料の設定状況､その他の支援業務に関する情

報の公開を/T-ムページや自動音声 ･FAX案内サービス等を活用して可能

な限り実施する｡



平成 20年度 収支予算

自 平成 20年 4月 1白

至 平成 21年 3月 31日

総務大臣指定 基礎的電気通信役務支援機関

社団法人 電気通信事業者協会



埋.支 予 算 書 
(基礎的電気通信役務支援機関業務特別会計)

平成 20年 4月 1日から平成 2 1年 3月 3 1日まで 

(単位 :円)

科 目 予 算 額 前年度予算額 増 減 備考 

Ⅰ1事業活動収支の部.事業活動収入( 1 ) 負 担 金 収 入 ll.448.228.311 12.673,777.284 △ 1.225.548,973 

0 
3 

8

8

OOO

0

ll.448.228.311 12,673,777.284 △ 1.225.548,97

(2) 雑 収収入計入2.事事業業活活動動支出(1) 事 業 費 支 出 

交 付 金 支

給 料 手 当 支

福 利 厚 生 責 支

会 議 費 支

旅 責 交 通 費 支

通 信 運 搬 費 支

備 品 費 支

消 耗 品 費 支

印 刷 製 本 費 支

賃 借 公 益 責 支

図 書 責 支

諸 謝 金 支

周 知 広 報 費 支

支 払 利 息 支

雑 支

(2) 管 理 費 支 出 

役 員 報 酬 支

給 料 手 当 支

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

出 

ll,449.640,41

ll.381,290.41

16,328, 

2,305, 

52. 

980. 

896, 

300, 

492. 

50. 

338, 

50. 

3,185, 

41.424, 

1,800, 

150, 

8,074, 

780, 

2,972, 

06 12,617,297,28

6 12.550,241,28

000 19,060, 

000 1,705, 

000 172, 

000 500, 

000 800, 

000 400, 

000 150, 

000 147. 

000 370, 

000 100, 

000 3,742. 

000 36,710, 

000 3,000. 

000 200, 

000 6.942, 

000 780. 

000 2,893, 

04 A 1.16T656.86

4 △ 1.168,950,86

000 △ 2.732. 

000 600, 

000 △ 120, 

000 480. 

000 96, 

000 △ 100, 

000 342, 

000 △ 97, 

000 △ 32, 

000 △ 50, 

000 A 55T 

000 4,714, 

000 △ 1,200, 

000 △ 50, 

000 1,132, 

000 

000 79, 

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000 

000

000 

-1-



旅 費 交 通 費 支 出

光 熱 水 料 費 支 出

賃 借 公 益 費 支 出

租 税 公 課 支 出

83, 

329, 

3,389, 

30, 

000 

000 

000 

000 

88, 

258. 

2,433. 

30. 

000 

000 

000 

000 

△ 5

71

956

事業活動支出計 ll,457,714,416 12,624,239,284 △ 1,166,524.86

事業活動収支差額 △ 9.486.105 49.538.000 △ 59-024.10

Ⅱ 投資活動収支の部 

1,投資活動収入 

(1) 特定資産取崩収入

借入金返済引当資産取崩収入 1.563,10

投資活動収入計 1,563.10

2.投資活動支出 

(1 ) 特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出 887,000 503,000 384,000 

投資活動支出計 887,000 503,000 384,000 

投資活動収支差額 676,105 △ 503.000 1.179,10

Ⅲ 財務活動収支の部 

1.財務活動収入 

(1) 借 入 金 収 入 65,311,000 68,501.000 △ 3,190,000 

財務活動収入計 65.311,000 68,501,000 △ 3,190,000 

2.財務活動支出 

(1) 借入金返済支出 68,501, 123,536,000 000 △ 55,035,000 

財務活動支出計 68,501, 123.536,000 000 △ 55,035,000 

財務活動収支差額 △ 3.190, △ 55,035.000 51.845,000 000 

Ⅳ 予 備 費 支 出 3,000,000 3,000,000 

当期収支差額 △ 15,000,000 △ 6.000, △ 9,000,000 000 

前期繰越収支差額 15,000,000 6.000,000 9,000.000 

次期繰越収支差額 

,000 

.000 

,000 

0 

8 

5 

5 

5 

5 

(注)借入金限度額 :ユニバーサルサービス (基礎的電気通信役務)支援機関の業務を円滑に
遂行するため､平成 19年度未決算における純資産の額を限度として､
必要最小限の一時借入を行うことができる｡ 

-2-


	080327　【８９－５】配布資料（本体）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8

	８９－５
	【８９－５】配布資料（本体）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8

	080229　【開示版】ＮＴＴ東日本：平成20年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について
	080229　【開示版】ＮＴＴ西日本：平成20年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について
	080317　【開示版】支援機関：平成20年度事業計画等認可申請書




